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長野県環境エネルギー戦略�



国際社会の現状と課題�

地球温暖化の進行が懸念される一方、�
自然エネルギー導入が急速に拡大し、持続可能な地域づくりが盛んに。�

世界の平均地上気温は、100年間（1906-2005）で0.74℃上昇。21世紀末の
平均気温は、現状が続くと約４℃上昇の可能性。環境と経済を両立させると、
約1.8℃上昇にとどまります。気候システムに地球温暖化が起こっている。人為

起源の温室効果ガス増加による可能性が非常に高いです。（ＩＰＣＣ報告書）�

世界の自然エネルギー発電設備容量は、2010年現在で312ＧＷ。
2010年に世界で新たに導入された総発電設備容量194ＧＷのう
ち、風力発電が39ＧＷ、太陽光発電が17ＧＷを占めていました。

（ＲＥＮ２１報告書）�

世界各地で、自治体主導による持続可能な地域づくりが進んでいます。Ｃ４０や
イクレイなど、意欲的な自治体の国際ネットワークも形成されています。ドイツの
「100％再生可能エネルギー地域」認定など、国が意欲的な自治体を支援するプ

ログラムも広がっています。�



なぜ、長野県は�
自然エネと省エネを推進するのか？  �
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＊「長野県地球温暖化対策戦略検討会提言書」P16より�
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県民生活を圧迫する光熱費  �

県民所得が下がっているのに
光熱費は増加傾向�

「長野県地球温暖化対策戦略検討会提言書」より転載	


2000年度　（年間合計）�
１人当たり県民所得　3,131,000円�
１世帯当たり光熱費　      200,628円　（6.4％）　（長野市）�

2008年度　（年間合計）�
１人当たり県民所得　2,731,000円�
１世帯当たり光熱費　      294,816円　（10.8％）　（長野市）�



原因は化石燃料の国際価格  �

今後も価格は上
がり続け、高止ま
りする見込み�

国際石油価格に
左右されている�

「長野県地球温暖化対策戦略検討会提言書」より転載	


＊「長野県環境エネルギー戦略（最終報告案）」P14より�



長野県経済への影響�

• 　都道府県総生産合計（2008年度） �５０５兆１６０億円�

• 　長野県の県内総生産（2008年度） �８兆３５０億円　（全国比１．５９％）�

• 　化石燃料輸入総額（2008年度） � �２５兆９，８３０億円�

• 　長野県輸入支出額（2008年度） � �４，１５７億円　（ＧＤＰ按分）�

� �　 � � �（県内ＧＤＰ比５．１４％）�

　　�

• 　長野県卸売・小売業総生産（2008年度） �５，４０７億円�

• 　長野県建設業総生産（2008年度） �３，７０９億円�

• 　長野県農林水産業総生産（2008年度） �１，５７３億円�

長野県から海外への
資金流出�

長野県の主要産業の
生産額に匹敵�



なぜ、長野県は�
自然エネと省エネを推進するのか？  �

　　　①　環境　（温室効果ガス削減）  �
�
　　　②　経済　（資金流出から域内投資へ）�
�
　　　③　地域　（活力と創造の源）�



どうやって、自然エネルギーを�
地域活性化につなげるのか？  �



２種類の自然エネルギー�

中央主導� 地域主導�

利益は大都市へ� 利益は地域へ�



地域主導の５ポイント�

電力需要家�電力会社�

自然エネ発電設備�

設置者� 出資者・金融機関�

再エネ電力供給�

電力料金�

買取料金�

投資回収�

返済�

資金調達�

設備投資�

電力販売�
風力�
�

太陽光�
�
地熱�
�

小水力�
�

バイオマス�

①再生可能エネルギー特別措置法（固定価格買取制度）の枠組み�

投資回収できる固定価格での長
期買取を法律で保証�

③地域の担い手（企業、ＮＰＯ、農業者、土地改良区、製材所、個人）�

⑤地域の資金（地銀、信組、信
金、JA、労金、市民ファンド）�

④地域の合意（地域社会との関係、環
境破壊の防止、ルール明確化）�

②地域の設置（製造、案
件発掘、調査、設計、設
置、運転、メンテナンス）�



どうやって、自然エネルギーを�
地域活性化につなげるのか？  �

再エネ法（固定価格買取制度）は、�
必要条件�
�

地域で十分条件を整えることがポイント�



地域主導の要　自然エネルギー信州ネット�

電力需要家�電力会社�

自然エネ発電設備�

設置者� 出資者・金融機関�

再エネ電力供給�

電力料金�

買取料金�

投資回収�

返済�

資金調達�

設備投資�

電力販売�
風力�
�

太陽光�
�
地熱�
�

小水力�
�

バイオマス�

【ファイナンス部会】�

資金調達手法の研究、ローカ
ルマネーの活用手法の検討�

【地域協議会・地域学習会】�

事業の担い手、事業案件の
発掘、交流、情報交換�

【ワーキンググループ】 
事業モデルの構築、ノウハウの普及�

【専門部会】�

Made  in  信州（県内事業者
を中心としたサプライチェー
ン・技術連携）の構築�

国（再エネ特措法）�

【政策調査部会】　調査、政策提言�
【マネジメント部会】　　ＰＲ活動、運営支援�



固定価格買取制度を活用して、自然エネルギーを地域主導で普及します�

　①　　自然エネルギー普及の地域主導の基盤を整えます。�

　②　　自然エネルギー種別ごとの促進策を講じます。�

自然エネルギー信州ネット
と連携し、自然エネルギー
の情報や知見の広範な共

有を進めます。地域協議
会の活動も促進します。�

県有施設や未利用地等を活用して、公共性の高い地域主導型のビジネ
スモデルの創出を促進します。また、地域環境エネルギーオフィスの創出
やファイナンスの仕組みづくり等、自然エネルギー事業に係る人材育成や

ノウハウの蓄積を推進し、事業の知見を生み、改良していきます。�

地域主導型メガ
ソーラー事業の予
定地「豊田終末処
理場」	


１村１自然エネルギープロジェ
クトを通じて、地域での自然エ
ネルギー事業の経験を促進し、

情報提供や専門家派遣等、リ
スク軽減の取組を進めます。�

〈太陽光発電〉 

自然エネ導入検討制度�

屋根貸し・初期投資軽減モデル構築�

メガソーラーマッチング�

〈小水力発電〉 

小水力発電キャラバン隊 

水利権相談窓口 

事業化支援�

〈バイオマス〉�

熱電併給モデルプロジェクト（発電・熱）�

薪・ペレットの地域資源循環システム（熱）�

〈グリーン熱〉�

（太陽熱・地中熱・温泉熱等）�

自然エネ導入検討制度�

初期投資軽減モデル構築�

「信州Ｆ・POWERプロジェクト」施設想定図	


自然エネルギー施策パッケージ�



7%

県内

87%
県外

13%

太陽電池モジュール

（144百万円）

電気工事

（74百万円）

ＰＣＳ

（43百万円）

架台設置工事

（58百万円）土木工事

（57百万円）

発電

設備点検

（25百万円）

ＰＣＳ保守

（54百万円）

変電設備保守

（32百万円）

施設管理

（57百万円）

土地賃借料

（98百万円）

利息

（45百万円）

地域経済への効果　（試算）　�

維持管理費	

3.12億円	


建設費	

3.75億円	


直接効果	

7.11億円	


波及効果	

3.70億円	


経済効果（20年間）	

10.81億円	


地域資金	

100％融資予定	


（注）経済効果については、平成17年長野県産業連関表により算出	


利息は	

県内へ	


合計6.87億円	


SUWACO LABO	


～おひさまBUN・SUNメガソーラープロジェクトの事例～�



どうやって、省エネ・節電を�
地域のメリットにつなげるのか？  �



２種類の省エネ・節電�

がまん�

やみくも�

こまめ�

気合と根性に頼る�

とくする�

かしこく�

しくみ�

日常に定着させる�



とくする�

業務用電力（契約電力500kW未満）の料金の決まり方（グラフは東京電力ＨＰより）�

ピークを安定できれば
電気料金の抑制に�

ピーク電力量
で決まる�

デマンド監視装置／デマンドコントローラーによるピーク抑制�
（写真は中部電力ＨＰより）�



かしこく�

照明照度の見直しは
日々の努力不要で効
果的�

「暗く」するのではなく
「適切な明るさ」にする�

ＬＥＤ照明（高効率照
明）に転換すればさら
に節約�



事例�

「東京都省エネ・エネルギーマネジメント推進方針」より転載	


長野県でも多数
の同様事例�

家庭では、ＬＥＤ等の
高効率照明器具への
買換え、契約アンペア
の見直しが有効�



しくみ�

長野県は省エネルギーを推進する政策・制度の全面的な見直し作業を進めています�

・省エネルギー・節電の目標設定�
�

・家庭の省エネ診断制度　（「意識を高める」ことから「省エネ行動の定着」へ）�
�

・家電省エネラベル掲出義務の対象拡大　（照明器具や暖房便座も対象に）�
�

・事業活動計画書制度の強化・充実　（指導・助言、評価、表彰などを実施）�
�

・意欲的な事業者との協定制度　（特別な排出抑制やフロン対策を推進）  �
�

・建築物の環境エネルギー性能検討制度　（新築建物のエネ性能の検討義務化）�



講習会参加

2.5万世帯

約 3%

省エネ

アドバイス

9.3万世帯

約12%
簡易診断

0.5万世帯

0.6%

訪問診断

0.16万世帯

0.2%

未参加
66.9万世帯,	
 

84%

参加世帯数の内訳

講習会

アドバイス

簡易診断

訪問診断

未参加

家庭省エネ政策パッケージ　�

家庭のエネルギー消費を効率化・抑制します�

〈省エネ講習会〉 
家庭向けの省エネ知識普及�

〈省エネアドバイス〉 
省エネ情報を戸別に提供�

〈簡易診断〉 
戸別の省エネポイントを
簡易診断し、助言�

〈訪問診断〉 
専門家の戸別訪問による診断と助言�

［参加世帯の目標］	


約80万世帯の長野県で	


５年間で約10万世帯が参加	


統一省エネラベル	


（電気便座）	


統一省エネラベル	


（蛍光灯器具）	


長野県では、販売店での掲出を義務化しています。 
従来の義務対象（エアコン、テレビ、冷蔵庫）に加え、 
新たに電気便座と蛍光灯器具を対象にします。�

　①　　家電の省エネラベル掲出制度� 　②　　家庭の省エネ診断制度�

高効率な家電への転換と�
家庭での効率的な使用を促進します。�



省エネアドバイスのイメージ�

それなら簡単に
伝えられますね。�

家庭の省エネアド
バイスでは、冷蔵
庫の温度見直しが

効果的です。�

①　統括団体の認定、省エネ�
　アドバイザーの研修・登録�

検針、ご苦
労さまです。�

私は、県の省
エネアドバイ
ザーに登録し

ています。�

ありがとう。
さっそく見
直します。�

当社は検針機会を
利用して５千件に
省エネアドバイス

をしました。�

ありがとうござ
います。引き続
きお願いします。�

手軽に省エ
ネできる方
法はないで

すか。�

冷蔵庫の設定
温度見直しが
簡単で、効果

的です。強で
なく、中で十

分ですよ。�

②　統括団体の業務の機会を活かした�
省エネアドバイス�

こちらの省エ
ネパンフもお
読みください。�

③　省エネパンフの配布� ④　活動報告�



事業者省エネ政策パッケージ�

事業活動のエネルギー消費を効率化・抑制します�

　①　　事業活動に係る地球温暖化対策計画書制度� 　②　　事業者との協定制度�

産業・業務

7,898
千t-C O 2

3,300

千t-CO 2

(41.8%)

828

千t-CO 2

(10.5%)

3,770

千t-CO 2

(47.7%)

現行制度

カバー分

新制度カバー分

対象を事業所単位から事
業者単位へ変更します。
それらにより、対象事業

者が現行の約200社から
約300社へ拡大します。�

県が助言・指導・評価・表
彰を行います。コスト削減
に資する運用面の取組に

加え、高効率機器への計
画的な転換を促進します。�

「通勤・来客交通」「自動車
使用」「物流」に係る計画
書制度の役割を併せ持ち

ます。また、中小事業者が、
計画書を任意提出できる

ようにします。�

省エネルギーやフロン類
等の対策について、意欲
的な目標を立てて取り組

む事業者と協定を締結し、
支援を行います。�

　③　　事業者間の連携・協力の促進�

信州省エネパトロール隊
の活動支援や環境マネジ
メントシステムの導入促進

を行います。また、事業者
協議会の活性化や組織

化を推進します。�

事業者のエネルギー管理や�
省エネルギーの取組を�
多面的に促進します。�



助言・指導・評価・表彰のイメージ�
計画書の案を作
成しました。ど
うでしょうか。�

コンプレッサと
ポンプのエネル
ギー使用量が把

握できていませ
んね。これらの

管理は重要です。�

確かに受理しました。
計画の評価は最高ラン
クです。取組をよろし

くお願いします。�
助言を踏まえて
作成した計画書
を提出します。�

現場を確認させていた
だきました。パイプの
結節部の付近はどこも

断熱されていませんで
した。これらは効果高

いですよ。�

早速、改善し
てみます。�

①　計画書（案）への助言� ②　計画書の受理・評価�

③　取組の確認・助言・指導� ④　３年間の取組を評価・表彰�

３年間の取組結果の評価は
最高ランクでした。優良事
業者として表彰します。�

次の計画期間も
しっかり取り組
んでいきます。�



建築省エネ政策パッケージ　�

省エネルギー・自然エネルギーに配慮された建築物を普及します�

　①　　建築物環境エネルギー検討制度� 　②　　建築物自然エネルギー導入制度�

環境エネルギー
性能検討
（建築主）

環境エネルギー
性能掲示
（建築主）

環境エネルギー
性能届出
（建築主）

自然エネルギー
導入可能性検討
（建築主）

自然エネルギー
設備情報掲示
（建築主）

自然エネルギー
導入検討結果届出

（建築主）

未利用エネルギー
活用検討結果届出

（建築主）

10,000㎡以上 ○ ○
努力義務

○ ○ ○
努力義務

○ ○

10,000㎡未満
～

2,000㎡以上
○ ○

努力義務
○ ○ ○

努力義務
○ ×

2,000㎡未満
～

300㎡以上
○ ○

努力義務
× ○ ○

努力義務
× ×

300㎡未満
～

10㎡超

○
（移行期間は
努力義務）

× ×
○

（移行期間は
努力義務）

× × ×

10㎡以下
仮設
文化財

冷暖房等不要

× × × × × × ×

備考
・建築主からの依頼
により情報提供

・出入口等への掲示
・戸建住宅を除く

・県への届出
・県は公表、助言でき
る

・建築主からの依頼
により情報提供

・出入口等への掲示
・戸建住宅を除く

・県への届出
・県は公表、助言でき
る

・県への届出
・県は公表、助言でき
る

建築物環境エネルギー性能検討制度 建築物自然エネルギー導入検討制度

建物を建てる前に、建築主が環境エネルギー
性能（断熱等）を検討します。�

建物を建てる前に、建築主が自然エネルギー
設備の導入を検討します。�

戸建住宅も対
象になります。
大規模な建物

（2000㎡以上）
は、計画や検討

結果を県に届
け出ます。�

環境エネ評価
ツールや導入検
討マニュアルは、

講習会を開催し
て普及します。

長野県住まい
づくり推進協議
会を通じて、省

エネ技術普及も
促進します。�

特に大規模
な建物
（10000㎡

以上）は、未
利用エネル

ギー（排熱
等）の活用も
検討対象に

なります。�

環境エネルギー性能の高い建物や�
自然エネルギーを活用した建物の選択・建築を促進します。�

５年間で約３
万棟が両制
度の対象と

なる見込み
です。�



検討のイメージ�

家の建築を依頼
します。予算は
2,000万円です。�

お任せください。
県の条例に基づ
いて、環境エネ

ルギー性能の情
報をご提供しま

すが、よろしい
ですか？�

設計案ができました。環
境エネルギー性能を評価
したところ、標準的な住

まい方の場合の光熱費は、
年間30万円となりました。�

性能を高
めた場合、
光熱費は

どれくら
い下がり

ますか？�

情報提供
もお願い
します。�

窓や壁の断熱性を高めると、
工事費が200万円上がりま
す。一方、光熱費は年間10

万円に下がる見込みです。�
太陽光発電と太陽熱
温水器が設置可能で
す。７人家族という

ことでしたら、太陽
熱温水器は６年くら

いで投資回収する見
込みです。�

自然エネルギーは、
利用できますか？�

①　建築・設計の依頼� ②　環境エネルギー性能の
検討�

③　自然エネルギー導入の検討�

検討の結果、光熱費の
あまりかからない、快
適な家を建てることが

できました。� ④　建築後�



電力需要抑制対策　（エネルギー適正利用＆ピーク抑制）�

エネルギーを特性に応じて適切に使うことを促進します�

　①　　熱は熱で賄う� 　③　　信州省エネ大作戦　（カット・シフト・チェンジ）�

化石燃料等	
 電気	
 熱利用	


発電効率　約40％（2010年度）	


化石燃料	
 熱利用	


自然エネ	
 熱利用	


発電ロス	
 送電ロス	


精製・輸送ロス	


太陽熱・木質バイオマス熱・地中熱	


グリーン熱（自然エネルギー熱）利用を促進します。�

　②　　エネルギー供給計画・協定制度�

エネルギー供給事業者が、
地球温暖化対策や自然エ
ネルギー導入、普及環境

整備等に係る取組を計画
し、状況を県に報告します。�

県民総ぐるみで、夏と冬の
電力ピークのカットに取り
組みます。�

節電に意欲的な事業者を
信州省エネパートナーとし
て登録し、公表します。�

家庭の暖房（冷房）を止め
て、もともと暖かい（涼し
い）場所に出かけ、暖かさ

（涼しさ）のシェアを促す、
信州クールシェア＆あった

かシェアスポットの取組を
進めます。�

節電構造の定着を目指します。�



どうやって、省エネ・節電を�
地域のメリットにつなげるのか？  �

エネルギー費用の抑制を構造化して�
�

地域経済を筋肉質にしていく�



どうやって、自然エネと省エネを�
強力に推進していくのか？�

長野県環境エネルギー戦略�
�

～第三次長野県地球温暖化防止県民計画～�



 

長野県環境エネルギー戦略　～第三次長野県地球温暖化防止県民計画～�

環境エネルギー政策
Sustainable	
 Energy	
 Policy	
 

省エネルギー

自然エネルギー

エネルギー適正利用

エネルギー自立地域

フロン類等対策

吸収・固定化 ピーク抑制

適応策

地球温暖化対策
Clim ate	
 Change	
 Policy

地球温暖化対策と環境エネルギー政策を統合した新しい計画。�

エネルギーロス	




ドイツにおけるＧＨＧ，ＧＤＰ及びエネルギー消費量の
トレンド（１９９０年ー２００９年）
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日本におけるＧＨＧ，ＧＤＰ及びエネルギー消費量の
トレンド（１９９０年ー２００９年）
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G DPとエネ、G HGが連動 G DPとエネ、G HGが分離

戦略の基本目標�

【基本目標】　持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる�

経済は成長しつつ、�

エネルギー消費量と温室効果ガス排出量の削減が進む経済・社会�

日本とドイツにおける国内総生産（GDP）、エネルギー消費量、温室効果ガス排出量（GHG）の傾向比較（1990-2009）	


［　日本　］	
 ［　ドイツ　］	


＊「長野県環境エネルギー戦略（最終報告案）」P19より�

経済成長とエネ消費量の分離（デカップリング）は実現可能。�



目指す姿�

地域主導型の自然エネルギービジネスが、地域に雇用を生み出し、経済を活性化し、地域の自立を持続的に支える、市町村や

コミュニティ単位の「エネルギー自立地域」が、県内各地で広がり、人々は快適な暮らしや充実した社会生活を営んでいます。

県民生活 コミュニティ

農林業を元気にする循

環型の自然エネルギー

利用がすすんでいます。

地域住民による小水力発電

を行い、収益は地域のまちづ

くり活動に使われています。

公共交通が充実し、歩

行者や自転車利用者

にとって、安全・快適な

まちになっています。

断熱性能の高い省エネ住宅が普及し、

夏は涼しく、冬は暖かい生活が送れます。

暖房や給湯には太陽熱や地中

熱、薪、チップ、ペレットなどが

活用されています。

次世代自動車が蓄電池の役

割を果たし、電力のピークカット

につながっています。
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持続可能で低炭素な環境エネルギー
地域社会をつくる

エネルギー需要を
県民の手でマネジメントする

エネルギーの消費量を減らす
エネルギーを効率よく使用し、省エネ型の
家庭用機器や産業機器を普及する 家庭省エネ政策パッケージ

事業活動省エネ政策パッケージ

快適な省エネまちづくりを進める 建築物省エネ政策パッケージ

交通・まちづくり省エネ政策パッケージ

エネルギーを特性に応じて適切に使う 熱は熱で賄う 自然エネルギー政策パッケージ

エネルギーを利用する時間帯が
過度に集中することを避ける

電力需要抑制対策

再生可能エネルギーの
供給と利用を拡大する

再生可能なエネルギーによる
発電設備を拡大する

自然エネルギー発電設備の
設置を拡大する

自然エネルギー政策パッケージ

長野県森林づくりアクションプラン

既存の水力発電発電設備の有効活用と
新規自然エネルギー開発を進める 長野県公営電気事業

再生可能な熱・燃料を拡大する
自然エネルギー熱供給
設備の設置を増やす

自然エネルギー政策パッケージ

電気自動車など次世代自動車の普及と
非化石燃料への利用転換を進める 交通・まちづくり省エネ政策パッケージ

地球温暖化に適応する 地球温暖化の影響把握と予測を行う 地球温暖化適応策パッケージ

地球温暖化の影響への適応策を
様々な主体で進める

総合的な地球温暖化対策を推進する 地球温暖化を抑制する
廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクルを
進め、フロン類の大気中への漏出を防止する 長野県廃棄物処理計画

フロン類等対策

木材利用の拡大や森林整備による
二酸化炭素の吸収・固定化を促進する

政策体系�

基本目標の実現に向けて政策を体系化し、
効率的かつ効果的に政策を展開します。�



実行�

市町村や県民、事業者、関係団体と連携して、全庁で取り組みます�

家庭での省エネ、買い物で
のマイバッグの持参、環境
に配慮されたエコ製品選

択の心がけ。�

公共交通や自転車、徒歩
による外出。燃費性能を
重視した自動車の購入。

エコドライブを心掛けた運
転。�

断熱性能や機器の効率性
の重視と自然エネルギーを
導入した住宅の建築・リ

フォーム。�

事業者は、生産・物流・提
供で発生するエネルギー等
の把握と削減。環境ビジネ

スの積極的な展開。�

農業者は、生産・輸送時の
省エネルギーや自然エネル
ギー活用の推進。�

林業者・森林所有者は、
計画的な間伐及び県産材
利用の推進。木質バイオマ

ス発電・熱供給の推進。�

広範な県民の参加と取組が必要です。�

県民への期待　（主なもの）�



ご清聴ありがとうございました�

長野県　温暖化対策�検索�


